
 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 麹町 M-SQUARE 2Ｆ 
 
 
 

岩田合同法律事務所 

パートナー 弁護士 大櫛健一氏 

 2004 年上智大学法学部法律学科卒業。2006 年弁護士
登録。2009 年～、上智大学法科大学院講師。企業法務
全般を幅広く取り扱う中で、メーカーにおける契約書
雛形の整備等といった契約法務に強みを有する。 

2013 年東京大学法科大学院修了。2014 年弁護士登録。
企業法務全般を幅広く取り扱うが、特に、メーカーを
含めた多種多様なクライアント企業に対して、Ｍ＆Ａ
取引等の企業間取引、会社法、金融商品取引法等に関
する法的助言、株主総会支援などを行う。 
 

岩田合同法律事務所 

弁護士 山田康平氏 

 

２０１８年 ２月２２日（木） １４：００～１７：００ 

 企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

 
約１２０年ぶりとなる民法の抜本的改正の対象は広範であり、売買、請負及び保証といった製造業に密接に関連する分野から、約
款、消滅事項、法定利率といった契約・債権管理上の重要事項をも含んでいるため、メーカーにおける取引にも大きな影響を与え
ることが必至です。本セミナーでは、メーカーにおいて実務上想定される各種取引に焦点を当て、ケーススタディ方式により民法改
正の影響とその具体的な対応策について解説します。メーカーの法務担当者様だけでなく、メーカーと取引のある企業の法務担当
者様にも有益な内容となっています。  

開催にあたって 

第１部 契約締結上の留意点  担当講師 大櫛健一氏 

  １. 売買 

（１）契約不適合責任 （２）危険負担 （３）その他の留意すべき改正事項 

  ２. 請負 

（１）契約不適合責任 （２）その他の留意すべき改正事項 

  ３. 保証 

   （１）個人根保証 （２）保証人に対する情報提供 

  ４. 賃貸借 

   （１）保証 （２）存続期間 （３）その他の留意すべき改正事項 

 

第２部 契約・債権管理上の留意点  担当講師 山田康平氏 

  １. 約款 

   （１）定義 （２）合意擬制 （３）内容の表示 （４）変更の要件 （５）経過措置 

  ２. 消滅時効 

   （１）起算点 （２）完成猶予及び更新 （３）協議による完成猶予 

  ３. 債権譲渡 

   （１）譲渡禁止特約付債権の譲渡 

   （２）譲渡禁止特約付債権に係る債務者の供託 

   （３）将来債権の譲渡 

   （４）異議を留めない承諾制度の廃止 

  ４. 法定利率～固定制から変動制への移行と対応策～ 

   （１）変動利率の採用 

   （２）変動利率の計算方法 

（３）利息債権以外への影響                                                   

※講師とご同業の方のご参加はお断りする場合がございます。 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止とさせて頂く場合がございます。 

 
  

 

３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） 

税込・資料代含む 

172924-0101（※）   民法改正によって生じるメーカー取引への影響と実務対応 

 

３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

【ケーススタディで学ぶ】 

民法改正によって生じるメーカー取引への影響と実務対応 
～契約の締結と管理における必須対応を平易に解説～ 

mailto:tamiaki@bri.or.jp

